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書 評

れる。：そレて明治30年代には，わが国における熟練労 

働力の養成機構は，官営工場でも民間大工場でも，ほ 

ぼその体裁を整えてきたにもかかわらず，そこには， 

大体においてつぎのような問題が大きな障害となって， 

わが国の工業的発展の前途を暗くしたことが，本書の 

克明な分析から明らかとなる。すなわちまず第1 に， 

職:！:教育の制度が’そのうちに含む矛盾であるが，明治 

20年代のこれらの職工学校は，rその発想自体におい 

て混!iLを含んでいた」(136K )a本来,熟練労働者養成 

を目的とすべき職工学校が，現場校術者もしくは技術 

師範を養成する機関のように考えられたのは，職工学 

校が工業学校に付嵐して設置されていたことにもよる 

が, ともかくこのような混同は，日本における熟練労 

働形成0 上に。太きな影響をあたえることとなった。

つぎに第2 に，工場徒弟制の普及にともなって，いわ 

ゆる見習職工が一般的となったが,機械制大工業の発 

展と，好景気の到来によって，わずか2 , 3 年の修業 

年限で，他の工場にひき抜かれ，やがてそのまま一人 

前の熟練職工として待遇されるようになり，頻繁な労 

慟移動をひきおこし,労働力確保が重大な問題となる 

に至ゥた。つぎに第3 に，これも寒たわが国における 

熟練労働養成の機構内部の矛盾であるが、職工学校で 

伎倆を練磨しつつ，工場徒弟として勤務する少年たち 

は，事実上，雑役夫としての仕事に追われ,そのため 

に未人の意志と努力にもかかわらず，優秀な熟練工と 

なリうる機会を奪われることが少くなかったことであ 

る。以上， 3 つの問題は相互に関連するところである 

が，この点については，し,ばらくおき，ともかぐこう 

した矛盾の結果として，明治末年から大正初期にかけ 

て，巨大独占企業を中心として，熟練労働者の企業内 

養成制度が，し、わゆる養成エ制度として発展するに至 

り，労働力にたいする企業の統轄が完成し, 従来，不 

統一であっ柃学校教育と現場教育が，実に企業内にお 

いて統一的に行われるに至ったのである。本書の下巻 

は，この養成エ制度の生成と動態について，鹽富な史 

料を駆使して明らかにしている。

本書によマて，われわれは実にいろいろなことを知 

ることができる。読後感は読む人によってさまざまで 

あろうが，筆者は，これをつぎのニつの点に要約した 

いと思う。ひとつは,筆者たちが結論的にのべている 

ように| 戦前わが国における職業訓練制度は，結局にお 

いて失敗しなければならなかったのは何故かI 第么に， 

これと不可分の関译において熟練労働诸の意識の問 

題である。第 1 の問題についていえば，何といづても

強固な労働組合組織形成の条件が欠けていたことがあ 

げられなければならない。すなわち，戦前のわが国の 

熟練労働者は，結局のところ「下層貧民の社会J から 

離脱しうる可能性をあたえられず，厳重な身分制度の 

下で，憤懣と挫折のなかでその一生を終らなければな 

らない運命におかれていたし，また資本の政策もこの 

点では撤底していた。従って職工学校での教育も，も 

しこれが労働者にたいし何らかの希望をあたえるもの 

があったとすれば，それは> 自己の技倆に誇りを感じ, 
熟練労働者としての高賃金を基盤とする生活の満足で 

はなかった。そのような労働者としての生活よりも， 

学校教育をひとつの学歴として，社会的身分の上昇を 

はかろうとする熱烈な慾求であったことが，この研究 

の至るところでのべられているのは，印象的である。

そしてそれは当然に第2 の問題に関係する。戦前のわ 

が圉においては，労働者は彼ilT身の職業について，旺 

盛な責任感と自信をもちえず，深い社会的な蔑视にた 

いしては，はげし、労働移動によって消極的な抵抗を 

示すことができたにすぎなかった。しかしながらその 

ような移動も，独占資本主義段階にともなう養成エ制 

度の定着によって封ぜられてしまったのである。

本書は，日本の賃労働史にかんするすぐれた研究で 

ありI 労使関係や労働組合運動との関連についての叙 

述が省略されているという制約があるとはいえ，.従来 

の研究の上に立って新しん、一頁を開'/、たものというこ 

とができよう。

(日本労働協会, 1971年刊，A 5, (± )  225頁，（下)337頁， 

(上）（下）2, 650円)
，飯 田 鼎 \

(経済学部教授）

アーヴインB . クレイビス 

ロ バ 一 ト E . リ プ 、ン イ
著

『世界貿易における価格競争力』

(Irving Kravis and Robert Lipsey "Price Competi
tiveness in World Trade*1 NBER Columbia University 
Press.)

昨年八月の「ドルショック」を契機に国際通貨どし

82(446)

書

てのドルの相対的地位の低下が大きくクローズア汐プ 

された。しかしこのような変化は短時日のうちにおこ 

づたものではなく，アメリ力経済の弱体化による工業 

製品の価格競争力減退はI960年代のはじめ頃からすで 

にはじまっていた。その結果, 1964年から1969年にか 

け輸入は2. 2 倍の増加を示したのに対し輸出は1 .5 倍 

しか伸びず貿易収支の黒字幅は縮小の一途をたどった。 

もともとアメリカの国際収支構造は資本収支の赤字を 

質易収支の黒字でうめるというかたちをとっX いる。 

そのため質易収支の黒字幅が次第に縮小し， ついに 

19<71年後半にはI893年以来册年ぶりの赤字を出すに 

いたり国際収支の均衡保持は更に困難になった6 その 

間に1947年にはドル債務の三倍以上もあったケメリ力 

の金準備は債務の4 分の 1 へと減少してしまった。そ 

の結果，国際通貨としてのドルへの信認は次第に失わ 

れていったので多った。国際通貨問題はとのような質 

易における国際競争力の変化を反映したものである。 

従って昨年末の多国間調整の結果，一忠の小康状態を 

たもっているとはいえ，アメリカの貿易収支,国際収 

支の動向いかんによっては/昨秋のような国際通貨不 

安はいつ再燃しないともかぎらない。

National Bureau of Economic Research によづ.で今 

度刊行された本書はアメリ力経済，ことに国際市場に 

おける価格競争力の実体を詳細に分析したものであっ 

て，国際通貨問題の背後にある貧易動向を理解するの 

にきわめて有用な多くのイシブオメーシa ンを得るご 

とが出来る。本文の中に含まれる数多くの図表は’アメ 

! )力の工業製品の多くがE E G諸囯や日本のものにく 

らベ，1961—1964年にはすでにかなり割高になってい 

た斟を示している<•又，個別商品の価格を比較した付 

表から,最近の日本からのアメリ力向け輸出の主力で 

ある踅気機械,鉄鋼についてことにアメリカ製品の割 

高という傾向をはっきりとよみとることが出来る。.
国際競争力のうちことに価格競争力に関する実証研 

究はこれまでにもいくつかの優れた業績が発表されて 

いる。しかしN B E R の今回の分析がことにユニーク 

であるのは次の諸点にあると考えられる。（1)輪出单価 

指数，もしくは賃金コスト指数の比較という従来の手 

法をとらず国際市場に提示される実際の取引価格をも 

とにして指数を作成している。.⑵このような取引価格 

についてのインフオメ一'ンヨンをアメリ力の主要企業 

375社を対象とするアンケート調査で各企業のもつ完 

成品及び原料*中間財といった個別商品についてのア 

メリ力と他の国々の製品価格についての資料から览集

評

している。彡⑶個別商品価格にづいて実_ に回答をよせ 

た 200社からのブメリ力及ぴ賀爲上の競争相手i なる 

国々の商品伽格をそれぞれの商品め1郎3年における世 

界総輸出額をウ^ イトとじ'^積各あげて綜合指数を作 

成している。⑷#質的な商品についての国際比較が困 

難なディ一ゼルェンジン等づいヤほ価格を従属変数 

に, 钿}格差影響を及 Sすと考えられる変敎/例えぼ 

馬力数を独立変数とする回：I#式をフィットし,’馬力数 

のちがいから生ずる彰響を除いだ後に指数の算出を行， 

づでいる点などである。

以上のように本書ばァメリ力貿易め現状を知右上ア 

有用だばかりではなく , 国_間の価格癌爭力の動向を 

ど^ )ようi こ評価するかという分析手法の上か'らもき：於 

めて興味のある内容をもっている。次に分析結果をい 

ますこt 詳細にみてみよう。

ま，ず国際比較の対象となった国々はァメリカの他に 

はイギリス，E E C 諸国及び日本であり，: 期間は1953 
年，1957年及び1961—1964年である。個別商品別だ 

実際の取弓丨価格を二国間で比較し価格競争力指数を作 

成ずるといち本書でとられた方法は従来の卸売物価指 

数や輪出卑価迨数による価格水準比較よりも精鼓-の高 

V、もの'^ある。まず従来の方法では各指数に含まれる 

品目は± 国間でかならずしも同一セはない。また最近 

の先進国貿易の主要部分を占める機械，電気機械とい 

っナこ商品の価格には製品の質の差が大きな影響を与え 

る。このような従来の方法のもづ欠点はここではある 

程虎のぞかれる。ベ. •
飨」部は全般にわたる計測結果め耍約で次に第3 部 

では国際競争力計測についての方法論が展開される。 

国際競争力は価格要因と非佃丨格要因とからなると考え 

られるが非価格要因一運賃, 製品の質, ブラソド, 
納期め長短，.輸入規制etc— - について'もそれぞれの 

項目について検討がされている。これら非価格要因の 

影響をのぞいた後にいわゆる価格競争力の優劣が各_  
の質易動向を決定すると考えられる。伽格競争力を計‘ 
測する折にどのよ3 にして価格要因だけをとりだすか 

が問题兮ある。第二部はその一6 の方法として回帰分 

析の応用について説明してい名。従っそ今後価格競争 

カ訏測を荇おうとする場合にほまず第ゴ部のことに第 

2 ：章を読むととをすすめ各。

第三部では国際賀易の動向格要因がどのような 

影響を及ぼすかが論じられている。ことに価格要因を 

あらわす指檩として卸売物価指数をもちいた場合，或 

は輸出箪価指数をもちいた場合のそれぞれについてど
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第一表アメリカとその他先進工業国との価格水準比疲

(アメリカ= 100)

鉄 鋼 1 8 I f
機械(馄 
気機減を 
のぞく）

I S 讓送s
1 9 5 3

.アメリカ 100 100 100 100 100 100
イギリス 92 92 97 89 97 85
E E C 88 96 97 92 90 102
m ドィッ 85 98 90 92 90 94
H 本 n.a. n.a. n.a. n.a. n.a. n. a.

1 9 6 4
アメリカ 100 100 .100 100 100 100
イギリス 82 98 92 91 106 93
E E C 78 99 91 92 95 98
西ドィッ 78 100 90 93 、97 93
日 本 70 n.a. 73 n.a. 91 n. a.

^ _______

のようなバイヤスが生じるかについての検討がされる。

第四部はこれまで第二部と第三部で展開された価格 

鐲争カ計測の方法論に基いた応用編ともいうべきもの 

である。第 9 章で鉄鋼，第10章で非鉄金属(銅，アルミ 

ニウム，銀とプラチナ★ 3li給，錫)，第 11章でその他の金 

属製品についてアメリカ対E E C , イギリス友び日本 

との価格比較を行っている。第I2章，第I3章，第14章， 

第15章はこれまでの価格競争力計測ではもっとも闰難 

，であるとされて来た機械，電気機械及び輸送用機械を 

とりあつかっている。第12章の機械(■気機械をのぞく） 

には飛行機のエンジン部品，その他のユンジン，農業 

機械，事務用機械，金属用機械, 繊維及び皮革用機械， 

機械化用機械が含まれる。第13章の電気機械は，電気 

動力機械と送電用_ 械のV、わゆる工業用の重電気と， 

テレビ，家庭用锟気機具の二つのグループに分けられ 

る。第14章では輪送用機械は鉄道の車輛，飛行機，船 

舶がとりあげられ，現在もd とも多くの問題をもつ'自 

動車はこれらと分けて第15章で詳しい分析をこころみ 

ている。

このような第四部からは，今日やアメリカ貿易収支 

の黒字幅縮小から赤字を出すにいたるまでのプロセス 

でどのよう.な.商品が価格競争力を失っていったかをみ 

ることが出来る。例えば次表は第四部の個別商品価格 

の比較にもとづき，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，機械 

(電気機械を除く）/ 電気機械，輸送用機械の六つのグル 

一,プについての価格指数（アメリ力=100)を求めたもの 

である。

第一表をみるとアメリカの工業製品が他の先進諸国 

にくらべ1953年にすでに割高であり，その傾向は1964 
年までに更に拡大したことがわかる。 アメリ力を100 
とする価格指数はアメリカの鉄鋼価格が,もっとも割高 

であることを示し，ことに1964年までに更に格差は拡 

大し, 西欧諸国の方が2 0 % ,日本の方が30% 近くも鉄 

鋼価格が安いことがわかる。アメリカと他の先進国と 

の価格差が小さいのは非鉄金属である。

機械や常気機械は含まれる品Hi数がかなり多種類な 

のでいますこしくわしくみる必要がある。1964年にア 

メリ力が価格競争力の上で西欧諸国や日本よりも優位 

にあったとみられるのは，計箅♦事務用機械,•金属加 

エ機械，特殊産業用機械，建設鉱業用機械, 冷暖房器, 
フォークリフト，工業用トラック，電流装置等である，

■ 84(^5)

即ちアメリ力製の重® 気，重機械，プラント類に価格 

競争力がみとめられる。これに反し同じ電気機械でも 

家庭用電気機具などは割高である。

アメリカの最近の質易動向をみると，娥維，窯業， 

土石では輸出の停滞と輸入の増加,鉄鋼では国内市場 

への輸入の急増，機械輸出は重機械,重電気を中心 

に伸びているものの電気機 戊̂は輸入が増加している。 

そしてこのような輸入増加はV、ずれも本書の分析で価 

格競争力を失ったとみられる品目について顕著にみら 

れる。以上の例でわかるように本書はアメリ力質易の 

実体についてきわめて興味のある結果蚤示している。 

今後のアメリ力経済の動向は対米輸出依存度が実に 

30%に達するという日本経済、の将来に大きな影響を与 

える。日本にとっての主要貿易相手国，アメリ力経済 

の実情を客観的に把握するために本書はきわめて役に 

立つ本である。工業製品質易でことに大きな役割をは 

たす伽格要因に対する分析はこれまでも行われてきた。 

しかしこれだけ統計資料蒐集の段階から大がかりな調 

查を行い価格データをつみあげた, N B  E R の今回の 

研究は新しい方法を開拓したものとして画期的なもめ 

であるといえよう。アメリカ経済研究及び価格競争力 

分析を行う際に一読をすすめたい。

(ナ ツ a ナルビューロー  • 才 ブ • ュ: ロノミツクリサ一チ ,
コロンビヤ大学出版， 1 97 m i J >  7 38冥 ，8 ,0 0 0 円）

侔 々 波 楊 子

(琺诗学部教授）

慶應義塾経済学会会則

第 1 条本会は慶應義塾経済学会 (The Keio Economic 
S o c ie ty )と称する。

第 2 条本会は経済学の研究およびその奨励，ならび 

に会員相互の親睦を図ることを目的とする。 

第 3 条本会は前条の目的を達成するため次の事業を 

行なう。

1 研究会の開催

2 機関誌1'兰田学会雑誌J およびその他研 

究成果の刊行 

3 講演会，資料展覧会の開催 

4 他の学会および諸団体との連絡 

5 その他本会の目的を達成するため適当と 

認める事業

第 4 条本会は慶應義塾大学経済学部所属専任者のう 

ち経済学を専攻する者をもって組錄する。た 

だし特別会員をおくことが出来る。

第 5 条本会に次の役員を置く。

1 会 長 1 名 2 委 員 長 1 名 

. 3 副 委 員 長 2 名 4 委 員 若 干 名  

5 監 事 2 名 

第 6 牵 ’ 会長は慶應義塾大学経済学部長とする。委員 

長，副委員長，委員及び監琪は，総会におい 

て決定する。

第 7 条会長は本会を代表する。委員は委員会を組織 

し会務を執行する。委員長は委員会を代表し 

■、会務を統轄する。副委員長は委員長を補佐す 

る。監事は会計を監査する。

第 8 条委員長，副委員長,委員および監事の任期は 

2 年とする。ただし，再選を妨げない。

第 9 条会長は年一回総会を招集ずる。た：̂し必要に 

応じ臨時総会を招集することもできる。

第10条会員は機関誌「三田学会雑誌」およびその他 

本会刊行物の配布を受けることができる。

第11条本会の絰費は賛助金，補助金およびその他の 

収入をもってこれに充てる。

第12条本会の会計年度は海年4 月 1 日より盟年3 月 

31日迄とする。

第13条本会会則の変更は総会の決議によるン 

第14条本会の事務所は慶應義塾経済学部研究室内に 

置く，
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経済学会委員（昭和47. 5 改選）

会 長 気 質 健 三  

委 員 長 千 種 義 人  

副 委 員 長 北 原 勇 浪 田 文 雅 .
委 員 古 田 精 司 松 浦 保 神 各 伝 造  

高 橋 潤 ニ 郎 佐 々 波 楊 子 小 松 隆 ニ  

神 代 光 朗 斎 曄 修 宇 佐 美 泰 生  

監 事 伊 東 岱 吉 ，遊部久蔵

経済学会報告（昭和4 6年度)

昭和 4 6 年

5 月1 3 R 明治•大正年間の冬ロ推訐と人口動態

安 川 正 彬

6 月 3 日 アメリカに於けるオウエンとオウエン 

主義者達一才ゥエン生誕200年に寄せ 

て一 白 井 厚

6 月17日く小泉基金による集会〉

現代アメリ力の対インフレ政策とその 

影響 張 公 権
(スタンフォード大学，フーパ一研究所教授）

7 月 1 H 民間部門における金融負債構造の回帰, 
現象 浜 田 茗 雅

10月19日 〈小泉基金による集会〉 .
ア メ リ カ 経 済 学 の 動 向 P .サミュゴ•ルソン 

10月21日 ’く小東基金による集会-Specialist 6eminer> 
Stochastic Speculative Price

P.サミユエルソン

10月28日く帰朝報告〉

香港からみた東南アジア 山 本 登

く限界苹命記念講演会〉

開会の辞 富 ■田 重 夫

メンガー財論の基本的問題 遊 部 久 蔵

勢力か経済法則か 気 賀 健 ---h

限界革命の意味するもの 福 岡 正 夫

藉末•明治期の農業日雇 斎 藤 修

昭和 4 7 年

1 月13日く小衆兹金による集会〉

New Zealand and International Trade
リチャード•ピリング 

( リンカ一ン大学講師）

2'月 3 日 r局地的市場j 論 の 検 証 寺 馬 誠
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